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１　教員の職務負担をめぐる研究の展開と本稿の
課題
　2011年度に、病気休職をしている公立学校の教育職
員は、全国で8,544人であった。このうち、精神疾患に
よるものは5,274人（61.7％）にのぼる。10年前の2002
年度のデータをみると、病気休職者は5,303人である
から3,241人増加したことになる。ただし、精神疾患に
よるものは2002年度には2,687人であるから、2,587
人増加している１）。つまり、この10年間で増加した病
気休職者の約８割は、精神疾患によるものだというこ
とがわかる。また、2009年度間に退職した教員のうち、
「精神疾患」を理由とする者は、幼稚園で230人（離職
者全体の2.0％）、小学校で359人（同2.1％）、中学校で
197人（同2.2％）、高等学校で123人（同1.3％）と、割
合としては低いものの無視できない水準となってい
る２）。
　もちろん、学校の職務がこれらすべての精神疾患を
引き起こしているとはいいきれない。しかし、業務の
忙しさや達成感の少なさなどにより、教師がバーンア
ウト（燃え尽き）状態に陥っていることは繰り返し指
摘されてきた。たとえば、その嚆矢と位置づけられる
大阪教育文化センター教師の多忙化調査研究会
（1996）では、５段階にわけたバーンアウト度の尺度
のうち、危険状態を示すバーンアウト度３以上に位置
づく教師が、全体の６割近くに達していることが明ら
かにされている。このような状況に対し、斉藤（2004）
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は、教師は、生徒、管理職、同僚、教育を取り巻く社
会的な状況などからストレスを感じていること、そし
て、そのストレスを、子どもへの熱心な関わりによっ
て得られる充実感によって解消しようとする結果、さ
らに多忙化してしまうことを指摘している。
　また、油布（2010）は、（１）教職はケアワークに近
く、子どもの苦しみを前にして「何とかしてやりたい」
という思いから、対応にのめりこみ、〈共感疲労〉に陥
りやすい性質を持っていること、（２）教員は、そのよ
うな形で心身に不調をきたす同僚が出てしまうことを
問題視しつつ、そういう同僚が出てしまったら、今度
は自分たちが穴埋めしなければならないので、強く、
働ける同僚を望んでしまう実態があること、（３）その
背景には、教員評価制度の導入や指導教諭の設置など
により、形に表れる部分で教員が評価される傾向の高
まりがあることを挙げている。つまり、職務にのめり
こんでバーンアウトする同僚を、十分に支えきれない
構造が、現在の学校には存在することが浮かび上がる。
　しかし、当然ながら、同僚や管理職の存在は、教員
の負担軽減にもつながりうる。また、教育委員会等校
外の機関も、教師への管理を強めるだけでなく、教師
への支援も行い得る可能性を持っている。
　さらに、2006年に群馬県で行われた「『教員のゆとり
確保』のための調査研究」では、教材研究、週案等の
作成、通信等の作成、提出物や成績の処理などの「児
童・生徒間接業務」に比べ、資料や報告書の作成・提
出、事務処理などの「教員間接業務」の方で負担感が
やや大きいことが示されている（財団法人社会経済生
産性本部コンサルティング部 2006）。このことは時間
の長短だけでなく、それが「教員の仕事」と思えるか
どうかといった職務の性質によって、負担感も異なる
ことを示している。この点で、どのような職務が教員
にとって負担と感ぜられているのかを把握することも
必要となる。
　そこで本稿では、現職教員への調査から、教員の職
務負担のあり方と、その解決手段を明らかにする。そ
のうえで、今後の職務負担解消にとって必要となる観
点を提示することを試みたい。
　本稿で扱う調査は、群馬県の公立学校教員を対象に
実施した３つの調査である。１つは、2013年５月に実
施した西部教育事務所管内での西部地区生徒指導研究
協議会に参加した教員を対象としたもので、94名から
回答を得た。２つ目は、2013年６月に実施した東部教
育事務所管内での東部地区生徒指導研究協議会に参加
した教員を対象としたもので、122名から回答を得た。
３つ目は、2013年６月に実施した群馬県総合教育研究
センター主催のミドルリーダー研修講座に参加した教
員を対象としたもので、122名から回答を得た。これら
の調査データをもとに、群馬県の公立学校教員の職務
負担と解決手段について概観してみたい。
２　調査対象者の属性
　まず、今回の調査対象者の属性を確認したい。年齢
（表１）をみると、40歳代が45.8％ともっとも多く、
次いで50歳代が35.1％となっている。これは、ミドル
リーダー研修の参加者の96.7％が40歳以上であった
ことが影響している。
　性別（表２）については、男性が78.3％で、約８割
を占めている。特に、東部教育事務所での講習参加者
で男性が86.9％と高い割合を占めている。
　教職経験年数（表３）は、「21～30年目」がもっとも
多く51.8％、次いで「11～20年目」が24.6％となって
いる。ただし、西部・東部での研究協議会参加者は、
この前後の若手・ベテランも多少混じっているのに対
し、ミドルリーダー研修のほとんどは、この11～30年
目に集中していることがわかる。
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表１　年齢
表２　性別
　勤務校種は、西部・東部の研究協議会参加者は、す
べて小学校である。ミドルリーダー研修の参加者（Ｎ
＝119）は、小学校が47.1％、中学校38.7％、高等学校
14.3％であった。
　また、ミドルリーダー研修の参加者には、現在担当
している主任クラスの職務を複数回答で尋ねている。
これをみると、「教務主任」（43.0％）、「学年主任」（38.
0％）、「研修主任」（17.0％）、「生徒指導主事（主任）」
（11.0％）、「進路指導主事（主任）」（4.0％）の順になっ
ている。一方、いずれの職務も担当していない者も21
名（17.4％）となっており、過去に担当経験があるの
かもしれないが、ミドルリーダー研修参加者でも、こ
れらの職務を経験していない者も少なからず存在する
ことがわかる。
　主任経験年数（表４）については、「２～５年目」が
もっとも多く52.5％、次いで「１年目」の19.6％となっ
ている。６年を超える経験を持つ者は約２割にとど
まっており、主任クラスの職務は、それほど長くない
スパンで担当者が交代していることがうかがえる。
　それでは、これらの諸属性の違いに着目しながら、教
員の職務負担と解決方法について詳しくみていきたい。
３　職務負担の実態
　続いて、日常業務の職務負担の状況を確認したい。
まず、全体的な状況を表５にまとめた。このうち、「大
変である」と「やや大変である」をあわせた数字で「大
変だ」と教員が感じている職務をあげてみると、「６．
校務分掌」（86.3％）、「10.学年・学級事務」（70.3％）、
「９．学年・学級経営」（63.7％）、「１．児童・生徒へ
の対応」（63.3％）、「２．保護者への対応」（60.7％）、
「８．行政・関係機関への報告」（57.7％）、「４．授業」
（54.9％）の７項目で50％と以上となっていることが
わかる。とりわけ、「６．校務分掌」は、今回の対象者
の性質から、多くの者が主任クラスの職務を担ってい
るため、大きな負担と感ぜられているものと考えられ
る。一方、「３．地域との関係」（32.0％）、「７．職場
の人間関係」（32.5％）、「５．クラブ・委員会活動」（35.
8％）の３項目は、いずれも「大変だ」とする教員は３
割台にとどまっており、比較的負担とはなりにくい事
項であることも見てとれる。
　それでは、これらの職務の負担と諸属性との関連は
どうなっているだろうか。ここでは、調査地区、年齢、
性別、教職経験年数、勤務校種、主任経験年数の６項
目との関連を検討する。
　もっとも負担感の高い「６．校務分掌」と諸属性と
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表４　主任経験年数
表３　教職経験年数
表５　日常業務の負担感
の関連をみると、調査地区、勤務校種、主任経験年数
で有意差３）が生じた（表６）。調査地区については、西
部・東部で負担感が高く、ミドルリーダー研修参加者
では相対的に低くなっていた。このことから、西部・
東部の対象者が担っている生徒指導主事の業務がかな
り負担となっていることがうかがえる。また、勤務校
種別にみると、小学校と高等学校でやや負担感が高い
ことから、小学校ではほとんどの教科を受け持つ負担
との両立、高校では教科の専門性が追い求められるな
かで校務分掌を負担と感じやすい状況が存在している
のかもしれない。一方、主任経験年数については、「１
年目」で「大変である」が50.8％に達している。これ
が、「２～５年目」以上では４割か、それを下回る水準
になっており、職務に慣れるまでの１年目に相当な負
担がのしかかっている様子もみられる。一方、主任ク
ラス未経験者では相対的に負担感は低いが、それでも
半数以上が「大変だ」と回答しており、主任クラス以
外の校務分掌もそれなりに負担を生じていることも見
出される。
　続いて「10．学年・学級事務」について諸属性との
関連をみると、調査地区と勤務校種で有意差が生じた
（表７）。調査地区でいうと、西部・東部の対象者で、
やや負担感が高い様子が見られる。このことは、勤務
校種で見た場合、小学校で８割近くが「大変だ」と回
答していることと重ねて見れば、西部・東部の対象者
はみな小学校教員なので、小学校教員で学年・学級事
務に大きな負担が生じているものと受け止められる。
　このことは、「９．学年・学級経営」についても指摘
できる。「学年・学級経営」については、勤務校種のみ
で有意差が生じた（表８）。詳しくみると、小学校では
67.3％が「大変だ」と回答しており、他の校種よりも
負担感が高いことがうかがえる。
　勤務校種の違いは、他の項目でも見られる。「１．児
童・生徒への対応」（表９）でも高→中→小の順で負担
感が高まっているし、「４．授業」（表10）については、
小学校での負担が目立っている。中・高では専門の授
業を担当することに比べ、小学校では授業時数も多く、
教科も幅広く、受け持つ可能性のある学年も多様であ
るため、授業準備の負担が大きいことは想像に難くな
い。そのようななかで、児童・生徒への対応を並行し
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表６　調査地区・勤務校種・主任経験年数別にみた「６．
校務分掌」の負担感
表７　調査地区・勤務校種別にみた「10．学年・学級事務」
の負担感
表８　勤務校種別にみた「９．学年・学級経営」の負担感
て進めなければならないことが、とくに小学校教員に
とって負担となっている様子が看取される。
　一方で、「５．クラブ・委員会活動」（表11）につい
ては、小→中→高の順で負担感が増している。これは、
クラブ活動や部活動の負担感が、中・高の教員に強く
表れているものと受け止められる。
　校外との関わりについてみると、「３．地域との関係」
（表12）は、高→中→小の順で負担感が増している。
これは、学校階梯が上がるにつれて校区が広がること
で、逆に地域との結びつきが弱まり、その結果、地域
との関係にあまり負担を感じずに済む状況が存在して
いることをうかがわせる。
　これと同様に、「２．保護者への対応」（表13）につ
いても、高→中→小の順に負担感が大きくなっており、
小学校では保護者との関係が深い分、保護者への対応
も負担となっていることが見出される。ただし、「２．
保護者への対応」については、同じように小学校教員
だけで構成されている西部よりも東部の方で負担感が
大きくなっており、東部で、保護者対応に問題を生じ
やすい状況が生じていることも予感させる。
　逆に、西部で負担感が高いのは、「８．行政・関係機
関への報告」（表14）である。なぜ、この項目で西部で
の負担感が高いのかは検討の余地があるが、地域ごと
に報告の形式の差異などを検討し、この点での省力化
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表９　勤務校種別にみた「１．児童・生徒への対応」の負
担感
表10　勤務校種別にみた「４．授業」の負担感
表11　勤務校種別にみた「５．クラブ・委員会活動」の負
担感
表13　調査地区・勤務校種別にみた「２．保護者への対応」
の負担感
表12　調査地区・勤務校種別にみた「３．地域との関係」
の負担感
を図ることも課題となるかもしれない。また、この「８．
行政・関係機関への報告」については、他の項目と同
様、小学校での負担感が大きく表れていることは看過
されてはならないが、教職経験年数の違いが生じてい
ることも注目される。表14をみると、「６～10年目」と
「31年目以上」で特に負担感が大きくなる様子が確認
される。このことから、「若年教員」の次のステージに
移行した「６～10年目」の教員が、経験が浅い割に報
告が必要な仕事を課せられるなどして負担を感じ、
「31年目以上」の教員は、報告が必要となる職務を務
める機会が多くなることや、パソコンを使った書類作
成など作成プロセス自体に負担を感じることがあると
いったように、経験年数の長短により、負担を生じる
要因が異なる可能性が考えられる。
　また、「６～10年目」の教員がもっとも負担に感じて
いるのが「７．職場の人間関係」（表15）である。「７．
職場の人間関係」自体は、全般的にあまり負担感が生
じていない項目であるが、教職経験年数では「６～10
年目」、年齢でいうと「30歳代」で、もっとも負担感が
大きくなっている。これは、この世代では新規採用数
が少なかったことから同世代の教員も少なく、気軽に
相談できる仲間がいないことや、上の世代にも下の世
代にも気を使いながら職場生活を過ごしているといっ
たことがあるのかもしれない。
　以上、職務負担の状況を概観すると、項目によって
は多少の違いはあるが、全般的に小学校教員の負担感
が大きいことがうかがえる。それでは、これらの職務
負担をどのように解決しているのだろうか。次節では、
この点を検討する。
４　職務負担の解決方法
　表16に、職務負担の項目ごとに解決方法をまとめ
た。これをみると、負担を生じている職務によって、
解決方法がいくつかのパターンにわけられることがわ
かる。そのパターンは、第１に、「管理職に相談」が選
ばれるものである。これは、学校運営や校外との関係
が生じる業務があてはまる。具体的には、「２．保護者
への対応」（62.1％）、「３．地域との関係」（72.6％）、
「６．校務分掌」（48.0％）、「８．行政・関係機関への
報告」（83.8％）などで、「管理職に相談」が選ばれる
割合が高い。これらは、学校運営の責任者としての見
解が求められる事項だと捉えられる。
　第２のパターンは、「同じ学年の教員に相談」が選ば
れるものである。これは、学年・学級の業務や子ども
に直接関わる事項が多い。具体的には、「１．児童・生
徒への対応」（35.4％）、「４．授業」（35.5％）、「９．
学年・学級経営」（48.1％）、「10．学年・学級事務」（53.
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表14　調査地区・教職経験年数・勤務校種別にみた「８．
行政・関係機関への報告」の負担感
表15　年齢別・教職経験年数別にみた「７．職場の人間関
係」の負担感
2％）などで多く選ばれている。同じ発達段階の子ども
を相手にすることにかかわる業務であるゆえ、同じ学
年の教員がもっとも適した相談相手だと捉えられてい
る様子が見受けられる。
　第３のパターンは、「先輩教員に相談」や「同輩の教
員に相談」など、学年の枠にとらわれない同僚教員へ
の相談が求められるものである。これは、特に「５．
クラブ・委員会活動」で多く、「先輩教員に相談」は24.
3％、「同輩の教員に相談」は27.4％となっている。こ
のことは、クラブや委員会活動の指導などが、学年の
枠を超えた先輩・同輩の教員とともに進められている
ことも示しているであろう。また、特定の解決手段に
回答が集中しているわけではないが、「７．職場の人間
関係」でも、これらの解決手段が選ばれることがやや
多くなっている（「先輩教員に相談」が15.3％、「同輩
の教員に相談」が16.9％）。
　このように、教員たちは、その負担の内容によって、
「管理職」「同学年の教員」「先輩・同輩教員」の三層を使
い分け、負担の解決を図っていることがうかがえる。
　それでは、これらの職務負担の解決方法を、諸属性
の違いに着目してみた場合、どのようなことがわかる
だろうか。そこで、項目別の職務負担の解決方法を調
査地区、年齢、性別、教職経験年数、勤務校種、主任
経験年数の６つの属性とクロス集計して、有意差が生
じたものを表17～26に掲げた。これらをみると、もっ
とも多くの項目で有意差が見られたのは「年齢」であ
る。年齢で特徴的なのは、20歳代では「同じ学年の教
員に相談」が選ばれる割合が相対的に低く、逆に「管
理職に相談」や「先輩教員に相談」が選ばれる割合が
高いということである。たとえば、全体としては「同
じ学年の教員に相談」が選ばれることの多い、「１．児
童・生徒への対応」についても、「先輩教員に相談」は
50.0％、「管理職に相談」は37.5％にのぼっているのに
対し、「同じ学年の教員に相談」は12.5％にとどまって
いる（表17）。これは、今回の調査に協力していただい
た20歳代の教員たちが勤務する学校の状況が関わっ
ているだろう。冒頭でも触れたように、今回の調査対
象者は、生徒指導研究協議会やミドルリーダー研修に
参加した教員である。これらの協議会や研修に参加す
る教員は、学校で一定の役割を与えられていることか
ら、多少は教職経験を積んでいると考えるのが妥当で
あろう。しかし、20歳代でもこのような場に参加して
いるということは、他の教員が生徒指導主任などの業
務を担う余裕がないくらい、小規模な学校から派遣さ
れていると考えることもできる。したがって、ここで
対象となった20歳代の教員は、そもそも「同じ学年の
教員」が他におらず、１学年１学級のような状況で勤
務している可能性がある。そのため、「同じ学年の教員」
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表16　職務負担の解決手段
ではなく、「先輩教員」や「管理職」が選ばれているも
のとも考えられる。
　一方、そのうえの30歳代になると、逆に、「管理職に
相談」が選ばれにくく、「同じ学年の教員に相談」や「先
輩教員に相談」が選ばれることが多い。たとえば、全
体では「管理職に相談」が選ばれることの多い「２．
保護者への対応」では、他の年齢層では６割以上が「管
理職に相談」を選んでいるのに対し、30歳代では42.
9％が選んでいるにすぎない。これに対し、「同じ学年
の教員に相談」は33.9％、「先輩教員に相談」も19.6％
となっており、それなりに選ばれていることがわかる。
このことは、30歳代の教員には、管理職の判断が重要
となる学校運営や学校外との関連を持つ業務であって
も、まずは同学年や先輩の教員に相談するという状況
が見られることを示す。同学年や先輩教員でワンクッ
ション置いてから管理職に相談するということ自体に
は問題があるわけではないが、30歳代の教員が管理職
に直接相談しづらい雰囲気があるとすれば、その点の
改善は求められるだろう。
　「教職経験年数」は６項目で有意差を生じたが、基本
的には年齢と同様であり、経験が浅い場合には管理職
や先輩教員が、少し経験が積まれるようになると管理
職よりも同学年の教員が頼られるという状況が見られ
る。
　また、３項目で有意差が生じた「主任経験年数」は、
表18などに見られるように、長いほど「管理職への相
談」が多くなるといった傾向が存在する。このことは、
主任経験が長くなった中堅～ベテラン教員では、相談
相手としては管理職が位置づいており、また若い世代
よりは相談がしやすいといった状況にあることが考え
られる。なお、「８．行政・関係機関への報告」につい
ては、主任を「未経験」とする者で「大変だと感じた
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表17　調査地区別・年齢別・性別・教職経験年数別・勤務校種別にみた「１．児童・生徒への対応」の解決手段
ことはない」が15.0％となっており、主任業務を経験
しないことで、この種の報告業務などを担う機会も相
対的に少なくなっていることが推測される（表24）。
　一方、「勤務校種」については、６つの項目で有意差
が確認された。このうちの多くは、小・中学校と高等
学校との違いとして捉えられる。たとえば、「10．学年・
学級事務」の解決手段を見ると、高等学校では「大変
だと感じたことはない」が17.6％にのぼっており、そ
の分、他の教員への相談などの割合が低くなっている
（表26）。このように、高等学校では、小・中学校に比
べ、相対的に業務負担が若干軽いものと感ぜられてい
ることがうかがえる。
　ただし、「４．授業」についてだけは、他と傾向が異
なる。「４．授業」については、小学校では39.9％が「同
じ学年の教員に相談」を選んでいるのに対し、中学校
では30.2％が、高等学校では35.3％が「同僚の教員に
相談」を選んでいる（表20）。この場合の「同僚の教員」
とは、その多くは、同じ教科の教員を指していると考
えられる。小学校では同じ内容の授業を担当するのは
同じ学年の教員であるのでそちらに相談するが、中・
高では同じ教科の教員に相談するという状況がみてと
れる。
　これと似た状況として理解できるのは、「調査地区」
による「４．授業」の解決方法の違いである。「調査地
区」は４つの項目で有意差を生じたが、「４．授業」に
ついては、ミドルで、「同僚の教員に相談」が20.5％と、
他と比べて割合が高くなっている（表20）。これは、中・
高の教員を含むのが、今回の場合、ミドルリーダー研
修の参加者でしかないことが関連しているだろう。
　ただし、「調査地区」が有意差を生じた他の項目では、
少し傾向が異なる。「１．児童・生徒への対応」では、
西部で、「同じ学年の教員に相談」が26.7％と、他に比
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表18　年齢別・教職経験年数別・勤務校種別・主任経験年数別にみた「２．保護者への対応」の解決手段
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表20　調査地区別・年齢別・教職経験年数別・勤務校種別にみた「４．授業」の解決手段
表19　教職経験年数別にみた「３．地域との関係」の解決手段
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表21　年齢別・性別・教職経験年数別にみた「５．クラブ・委員会活動」の解決手段
表22　年齢別・教職経験年数別にみた「６．校務分掌」の解決手段
べて割合が低くなっており（表17）、「10．学年・学級
事務」についても、「同じ学年の教員に相談」が39.6％
と、相対的に低くなっている（表26）。このことは、西
部で同じ学年の教員に相談しづらい雰囲気があるの
か、あるいは、年齢のところで指摘したように、学校
規模が小さく、そもそも「同じ学年の教員」がいない
ということを示すなどいくつか解釈は可能だが、その
断定は困難である。しかし、「７．職場の人間関係」を
みると、東部では、「大変だと感じたことはない」が24.
8％と相対的に高くなっており、比較的職場が過ごし
やすい状況にあることがうかがえる（表23）。いずれも
さらに詳しく状況を検討する必要はあるが、職場の雰
囲気が相談しやすい雰囲気と連動している可能性も含
めた分析が必要となるだろう。
　最後に「性別」については、３つの項目で有意差が見
られた。このうち、全体としては「同じ学年の教員に相
談」が多く見られる「１．児童・生徒への対応」について
は、女性の方で同学年の教員に相談する傾向が高いの
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表24　勤務校種別・主任経験年数別にみた「８．行政・関係機関への報告」の解決手段
表23　調査地区別・性別にみた「７．職場の人間関係」の解決手段
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表26　調査地区別・年齢別・勤務校種別にみた「10．学年・学級事務」の解決手段
表25　年齢別・勤務校種別・主任経験年数別にみた「９．学年・学級経営」の解決手段
に対し、男性では「管理職に相談」が27.9％と、やや高
くなっている。このように、男性の方が、解決の際に
管理職への相談を利用する傾向があることが見てとれ
る。ただし、ほかの２項目は、傾向がやや異なる。残
りの２項目は、「５．クラブ・委員会活動」（表21）と「７．
職場の人間関係」（表23）であり、全体的な傾向が不明
瞭だった項目であるが、女性の方は「同僚の教員に相
談」を含め、誰かに相談することを基本としているのに
対し、男性では「ひとりで自力解決」の割合が17％前後
となっており、他人に頼らない状況も見出される。こ
のことは、男性の方が、問題を抱え込みやすいという
傾向を示しているのかもしれない。
　加えて、全般的に、学校内外の研修や、教育委員会
や専門機関などが、問題解決の方法としては活用され
にくいことも浮かび上がった。今回の調査では、「主な
解決方法をひとつ」だけ尋ねているので、２番目、３
番目の解決手段として、研修や教委が活用されている
可能性は否定できない。ただし、少なくとももっとも
活用されているものとしては、管理職や同学年の教員
に代表される同僚の教員であることが確認できた。
　それでは、今後の課題解決の方法としては、どのよ
うなものが期待されているのだろうか。次節では、こ
の点を検討してみたい。
５　今後の課題解決方法への期待
　今後活用したい課題解決の方法を複数回答で尋ねた
ものを、表27にまとめた。これをみると、全体として
もっとも期待が高いのは「管理職に相談」で68.9％と
なっている。３節・４節で確認したように、校外に関
わる業務を中心に管理職への相談がなされていること
が見てとれたが、今後の課題解決にあたっても、引き
続き管理職への期待が大きいことがうかがえる。特に、
年齢別でみた場合、実際には管理職に相談できていな
い「30歳代」で78.6％ともっとも高い期待が寄せられ
ており、この年代層では、「管理職に相談したいけど、
実際には相談できていない」という問題を抱えている
ことも浮かび上がってくる。
　次に期待が高いのは、「先輩教員に相談」（48.8％）
である。先輩教員が頼られる職務負担は明瞭には確認
されなかったが、全般的に選択される割合は高くなっ
ていた。特に、管理職に直接相談することができてい
なかった30歳代では、先輩教員が求められている状況
が顕著に表れていた。年齢、教職経験年数、主任経験
年数で有意差が生じているが、これは、そもそも「先
輩教員」が少なくなるベテラン世代で、「先輩教員に相
談」を選ぶ割合が下がっていることによるものであり、
「先輩教員」がそろっている40歳代くらいまでは、高
い期待が寄せられていることがわかる。
　３番目に期待が高いのは、「同じ学年の教員に相談」
で、全体で45.0％となっている。これについては、４
節でも触れたように、「同じ学年の教員」がいないため
か、20歳代で選ばれる割合が低くなっている。また、
西部でも選ばれる割合が相対的に低いが、これも、西
部には小規模校が多いといった事情が関わっているの
かもしれない。
　調査地区による違いが生じた項目としては、「生徒指
導部会の教員に相談」（全体では25.4％）がある。これ
は、西部と東部で３割前後となっているが、これはそ
もそもこれらの地区では生徒指導主任に対して調査を
行っているので、その点で生徒指導部会の教員間での
連携が求められるという状況が関わっているだろう。
　同僚教員以外に目をむけると、「専門機関に相談」が
25.1％と、比較的割合が高くなっている。特に、性別
では女性の方が34.2％と、相対的に高くなっている。
今回の調査では、性別による課題のあり方の違いは明
瞭には見えてこなかったが、もしかしたら、発達障害
や家庭の問題など、外部の専門機関の支援が有効な課
題を女性教員の方で把握しやすいといったこともある
のかもしれない。
　一方、調査地区でいうと、東部では「専門機関に相
談」への期待が13.1％と、相対的に低くなっている。
このことは、専門機関への相談が必要な課題が生じに
くいのか、それとも専門機関がどのような役割を発揮
しうるかが十分に認識されていないのかなど、示され
る内容についてはいくつかの解釈を行い得るが、これ
らを検証するには、さらなるデータが必要となる。
　「教育委員会に相談」は、全体でも6.2％にとどまって
おり、教員からの期待はあまり大きくない。ただし、
それでも勤務校種の違いに着目すると、高等学校では
17.6％と、比較的高い割合となっている。このことは、
高等学校で抱える課題が、校区の広がりや生徒の年齢
層の高まりなどから、学校内だけでは解決しづらいも
のとなっている可能性や、県立学校であるがゆえの教
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表27　今後活用したい課題の解決方法（複数回答）
員と教委との関わり方の影響など、いくつかの観点か
ら考えることができるだろう。しかし、義務段階の教
師にとっては、より身近であるはずの市町村教委を含
め、現在の課題解決と教委の支援とが、あまりうまく
結びついていない状況が見受けられる。研修等への期
待の小ささも含め、制度的な課題解決の有効性を教員
にアピールすることも求められるかもしれない。
６　まとめ
　以上、限られたデータではあるが、群馬県の公立学
校教員を対象とした調査から、職務負担の状況と解決
方法の実態と展望について確認してきた。これらの
データは、それぞれの立場からご活用いただければ幸
いだが、筆者らが重要だと考える点を３つほど掲げて、
まとめに代えたい。
　第１に、小学校教員の負担解消についてである。３
節でも確認したように、ここで掲げた10の項目に限っ
ても、半数以上が「大変だ」と感じているものが７つ
にのぼり、教員の職務負担は大きいことがうかがえる。
そのなかでも、とりわけ小学校教員の職務負担感が高
いことも確認できた。発達段階の面でももっとも基礎
的な年齢層の子どもを対象とし、教科指導も幅広く行
わねばならないなど、小学校教員の負担の源はいくつ
か存在する。こういった問題を解決し、負担を少しで
も軽減することが、とりわけ小学校教員に対して求め
られる状況が見出された。
　第２に、小規模校の教員への支援である。４節で確
認したように、今回の調査データでは、20歳代で「同じ
学年の教員に相談」が選ばれるケースが少なかった。こ
の点は、あくまで推測でしかないが、20歳代で主任研
修に参加せねばならないということは、これらの教員
が勤務する学校が小規模である可能性がある。その点
で、そもそも「同じ学年の教員」がいないからこそ、こ
れらの教員への相談が選択できないということが考え
られる。しかし、特に小学校においては、子ども対応、
授業づくり、学年・学級の経営や事務等で、同学年教
員の連携が負担解消にとって大きな役割を果たしてい
ることも見出された。その点では、同学年教員がいな
いということが、負担をさらに大きくすることもあり
（しんどう　けい・やじま　ただし・たかはし　のぞむ・あおき　よしえ・ませぎ　みどり）
うる。これらの小学校教員や小規模校教員に対する支
援は、教育委員会等の専門機関からも提供されるよう、
具体的な方策を検討することも必要となるだろう。
　第３に、30歳代の教員への関わりである。この年齢
層については、他の年齢層に比べて、管理職に相談し
づらい様子がうかがえた。現状では、先輩教員や同輩
教員への相談から対応を開始することが多いようであ
る。それ自体は悪いことではないが、表27の今後の期
待を見る限り、管理職への期待は30歳代でもっとも大
きくなっており、「管理職に相談したいけどできない」
という状況が少なからず存在することがうかがえる。
その点で、比較的若い世代の教員が、抵抗なく管理職
に相談できるような雰囲気づくりも求められよう。
　これらの点に取り組みながら、教員たちに、「こうい
う方法を用いれば負担が解消できる」という実感を持
たせることが重要であろう。現状では、今後も「ひと
りで自力解決」という者が11.2％も存在するが（表
27）、課題を一人で抱え込ませず、学校全体、あるいは
地域の教育関係機関全体で課題に取り組む体制づくり
を進めることで、一人ひとりの教員の力をより発揮で
きるような環境をつくることが必要となるであろう。
［注］
１）文部科学省「教育職員に係る懲戒処分等の状況」ならびに
「公立学校教職員の人事行政の状況調査」（各年度版）より。
２）文部科学省「平成22年度学校教員統計調査」より。
３）ここでは有意確率が５％未満の場合に、有意差があるもの
とした。以下も同様。
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